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経営の見える化



介護分野における「経営情報の見える化」について（概要）

① 経営情報データベース（新たに構築） ②介護サービス情報公表制度（公表内容の追加）

【制度趣旨】介護政策をとりまく環境の変化を踏まえた今後の
政策等に活用すること。

※ 根拠規定：介護保険法第115条の44の２

【報告対象】原則、全ての介護サービス事業所又は施設

※ 過去１年間で提供を行った介護サービスの対価として支払いを受けた金額
が100万円以下のもの等は除外。

【報告内容】事業所・施設ごとの収益及び費用の内容

※ 上記の他、事業所・施設の名称、所在地その他の基本情報、職員の職種
別人員数等も報告事項。

※ 任意項目として「職種別の給与（給料・賞与）」

【報告方法】損益計算書のcsvファイルをシステムにアップ
ロード又は入力フォームでの入力（予定）

【報告期間】毎会計年度終了後３月以内 （初回は令和６年度内に提出）

【公表方法】属性等に応じてグルーピングした分析結果

※ 報告された個別の事業所の情報は非公表。

【制度趣旨】要介護者等が適切かつ円滑に介護サービスを利用
する機会を確保すること。

※ 根拠規定：介護保険法第115条の35

【報告対象】原則、全ての介護サービス事業所又は施設

※ 過去１年間で提供を行った介護サービスの対価として支払いを受けた金額が
100万円以下のもの等は除外。

【報告内容】事業所等の財務状況

※ 現在の公表情報（基本情報・運営情報）に新たに追加するもの。
※ 任意項目として「１人当たり賃金」についても公表情報に追加。
※ 具体的には、事業活動計算書（損益計算書）、資金収支計算書（キャッシュ
フロー計算書）、貸借対照表（バランスシート）。

【報告方法】財務諸表のPDFファイルをアップロード（予定）

【報告期間】毎年度の計画期間（他の公表情報と同様）

【公表方法】事業所・施設の財務諸表

※ 都道府県に報告した内容（PDFファイル）をそのまま公表
※ 原則、介護サービス事業所又は施設単位。ただし、事業所又は施設単位で
の区分けが困難な事業者は、拠点単位や法人単位での公表が可能。経営情報データベースのしくみ・フロー図

介護サービス情報公表制度のしくみ・フロー図

※ 介護サービス事業所
又は施設の情報をイン
ターネットを通じて公表

（参考） 医療法人の経営情報データベースについては、令和５年８月施行。
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令和６年度から以下の２つが義務化された。

上記システムにログインするためには

『GビズID』が必須！



経営情報データベースと介護サービス情報公表システム
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第１１５条の４４の２（新設）

経営状況を踏まえた政策検討への活用

事業所・施設の収益・費用
（勘定科目の内容を新たに設定）

＋職種別の給与（任意）

損益計算書を出力したcsvファイルをシステムで
アップロード or 入力フォームでの入力を想定

属性等に応じてグルーピングした分析結果
（報告された個別の事業所の情報は非公表）

新規にシステム構築

第１１５条の３５

利用者のサービス選択に資する

事業所・施設の財務諸表
（既存の通知に定める様式例に沿ったもの）

財務諸表のPDFファイル又はCSVファイルをアッ
プロード

事業所・施設の財務諸表
（都道府県に報告した内容がそのまま公表）

既存のシステムへの機能追加

制度趣旨

公表対象

報告内容

システム上

の

対応

報告方法

介護サービス情報公表システム経営情報データベース

根拠規定

経営情報DB 情報公表



令和５年７月31日（月）
全国介護保険担当課長会議

資料一部改編
介護サービス事業者の経営の見える化

介護保険最新情報Vol.1297
（介護保険法第115条の44の２の規定に基づく介護サービス事業者経営情
報の調 査および分析等に関する制度に係る実施上の留意事項について）

介護保険最新情報Vol.1322
（「「介護サービス情報の公表」制度の施行について」一部改正について）

⇒（任意）
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財務・経営情報の見える化について
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介護 医療 福祉

① 経営情報データベース（新たに構築）
② 介護サービス情報公表制度

（公表内容の追加）
医療法人の経営情報のデータベース 情報の公開等

制度
施行日

介護保険法第115条の44の２
（令和６年４月１日施行）

介護保険法第115条の35
（平成18年３月31日施行）

医療法第69条の２第２項
(令和５年８月施行)

社会福祉法第59条
（平成29年４月1日適用）

システム名
介護サービス事業者

経営情報データベースシステム
介護サービス情報公表システム 医療機関等情報支援システム（G-MIS）

社会福祉法人の財務諸表等
電子開示システム

公表項目

（任意項目
もあり）

事業所又は施設の収益及び費用の内容
介護事業収益
介護事業費用
事業外収益※
事業外費用※
特別収益※
特別費用※
法人税、住民税及び事業税負担額※

事業所又は施設の職員の職種別人数その他
の人員に関する事項
その他必要な事項

（※任意）

（１）基本情報
名称、所在地、連絡先、サービス従業者の
数、施設・設備の状況や利用料金などの事
実情報

（２）運営情報
利用者本位のサービス提供の仕組み、従
業者の教育・研修の状況、介護サービス事
業所のサービス内容、運営等に関する情報

※令和6年4月1日の改正に伴い、
「事業所の財務状況」として
事業所に新たに報告義務が追加

医業収益／材料費／給与費／委託費
設備関係費／研究研修費
経費（水道光熱費）
控除対象外消費税等負担額
本部費配賦額
医業利益（又は医業損失）
医業外収益／医業外費用
経常利益（又は経常損失）
臨時収益／臨時費用
税引前当期純利益（又は税引前当期純
損失）
法人税、住民税及び事業税負担額
当期純利益（又は当期純損失）
職種別の給与及び、その人数

計算書類
拠点区分資金収支明細書
拠点区分事業活動明細書
財産目録
現況報告書
社会福祉充実残額算定シート
社会福祉充実計画

届出単位

介護サービス事業者経営情報の報告は、

原則、介護サービス事業所・施設単位で

行うものとするが、事業所・施設ごとの会計
区分を行っていない場合などのやむを得な
い場合については、法人単位で報告するこ
ととしても差し支えない

原則、介護サービス事業所・施設単位

報告対象は全ての医療法人。報告
は病院、診療所の施設単位
(介護老人保健施設等は今回の報告は
対象外)
（※訪問リハ等のうち、医療法人の病院
や診療所が本来業務の中で実施してい
る場合は当該サービスに係る収益・費
用も含めて「医療法人の経営情報の
データベース」制度における経営情報へ
計上）

法人単位
（※老健施設としても介護サービス事業
者経営情報データベースシステムにも
データは出すことになる。）

『GビズID』 『G-MIS』
※現在、紙・Excel等
でも可

情報公表制度
のID・PASS

電子開示システム
のID・PASS



7ROKENくん

経営情報データベース
～介護サービス事業者経営情報データベースシステム～
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介護サービス事業者の経営情報の調査及び分析等 経営情報DB
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介護事業財務情報データベースシステム（仮称）
会計ソフトウェアベンダ向け説明会（R6.8.2）時の資料
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経営情報DB
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経営情報DB
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介護サービス事業者の経営情報の調査及び分析等 経営情報DB

介護保険最新情報Vol.１３３０（令和６年１１月２８日）
介護サービス事業者経営情報の報告等に関するシステムに係る運用マニュアル等の発出について



介護サービス事業者経営情報の報告等に関するシステムに係る運用マニュアル等
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介護保険最新情報Vol.１３３０

経営情報DB



届出前に用意するもの

令和６年 11 月 28 日の事務連絡抜粋
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経営情報DB



【参考】 介護老人保健施設会計・経理準則の場合 経営情報DB

実際の入力画面を見て仕様を確認し、誰が入力（アップロード）するか必ずご確認を！ 16
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介護サービス情報公表制度
～介護サービス情報公表システム～



介護サービス情報公表制度（見直し） 情報公表
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（任意）



「介護サービス情報の公表」制度の施行について（平成18年３月31日老振発第0331007 号厚生労働省老健局振興課長通知）

Ⅲ 介護サービス情報の公表制度の実施方法等

１～３（略）
４ 事業者による報告
（１）・（２） （略）
（３）報告の内容

計画の基準日前の１年間において、介護報酬の支払いを受けた金額が100 万円を超える事
業者については、省令第140 条の45 の規定及び本通知に基づき、別添１基本情報調査票、別
添２運営情報調査票及び事業所等の財務状況が分かる書類（財務諸表又は計算書類等）を報
告しなければならない。

①（略）
② 事業所等の財務状況が分かる書類の報告

事業所等の財務状況が分かる書類（財務諸表又は計算書類等）は、直近の事業年度を終え
た時点で作成したものとする。原則として財務諸表（事業活動計算書（損益計算書）、貸借対照
表（バランスシート）及び資金収支計算書（キャッシュフロー計算書））を報告するものとするが、
会計基準上求められていない等の事情がある場合、資産、負債及び収支の内容がわかる簡
易な計算書類でも差し支えないものとする。

また、報告は介護サービス事業所・施設単位で行うこととするが、事業所・施設単位で会計処
理を行っていない場合等、やむを得ない場合については、法人単位で公表することとして差し
支えないものとする。

③ 一人当たり賃金の報告（任意）
一人当たり賃金は、任意での報告を可能とするものであるが、事業所や施設の特性に応じ、

設置主体や職種、勤続年数等が分かるような形での公表を可能とするものとする。

介護サービス情報公表制度（見直し） 情報公表
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介護サービス情報公表制度（見直し） 情報公表

介護保険最新情報Vol.１３３３（令和６年１１月２９日）
「「介護サービス情報の公表」制度に関するＱ＆Ａ」

注意：介護サービス情報の未報告等の場合
介護サービス情報の未報告、虚偽報告、調査拒否や調査妨害の場合は、都道府県知事は、報告を行うこと
や内容の是正などの改善命令ができることとされ、この命令に従わない場合は、指定（許可）の取り消しや、
指定（許可）の効力を停止することができることになっている。（介護保険法第１１５条の３５の要約）
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介護サービス情報公表制度（見直し） 情報公表

●実際に公表されている画面（※都道府県によっては、実装されていない所もまだある）

法人単位

事業所単位
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欄が追加

欄が追加

事
例

１

事
例

２
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経営の見える化
～他の制度の経営情報の報告～



財務・経営情報の見える化について
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介護 医療 福祉

① 経営情報データベース（新たに構築）
② 介護サービス情報公表制度

（公表内容の追加）
医療法人の経営情報のデータベース 情報の公開等

制度
施行日

介護保険法第115条の44の２
（令和６年４月１日施行）

介護保険法第115条の35
（平成18年３月31日施行）

医療法第69条の２第２項
(令和５年８月施行)

社会福祉法第59条
（平成29年４月1日適用）

システム名
介護サービス事業者

経営情報データベースシステム
介護サービス情報公表システム 医療機関等情報支援システム（G-MIS）

社会福祉法人の財務諸表等
電子開示システム

公表項目

（任意項目
もあり）

事業所又は施設の収益及び費用の内容
介護事業収益
介護事業費用
事業外収益※
事業外費用※
特別収益※
特別費用※
法人税、住民税及び事業税負担額※

事業所又は施設の職員の職種別人数その他
の人員に関する事項
その他必要な事項

（※任意）

（１）基本情報
名称、所在地、連絡先、サービス従業者の
数、施設・設備の状況や利用料金などの事
実情報

（２）運営情報
利用者本位のサービス提供の仕組み、従
業者の教育・研修の状況、介護サービス事
業所のサービス内容、運営等に関する情報

※令和6年4月1日の改正に伴い、
「事業所の財務状況」として
事業所に新たに報告義務が追加

医業収益／材料費／給与費／委託費
設備関係費／研究研修費
経費（水道光熱費）
控除対象外消費税等負担額
本部費配賦額
医業利益（又は医業損失）
医業外収益／医業外費用
経常利益（又は経常損失）
臨時収益／臨時費用
税引前当期純利益（又は税引前当期純
損失）
法人税、住民税及び事業税負担額
当期純利益（又は当期純損失）
職種別の給与及び、その人数

計算書類
拠点区分資金収支明細書
拠点区分事業活動明細書
財産目録
現況報告書
社会福祉充実残額算定シート
社会福祉充実計画

届出単位

介護サービス事業者経営情報の報告は、

原則、介護サービス事業所・施設単位で

行うものとするが、事業所・施設ごとの会計
区分を行っていない場合などのやむを得な
い場合については、法人単位で報告するこ
ととしても差し支えない

原則、介護サービス事業所・施設単位

報告対象は全ての医療法人。報告
は病院、診療所の施設単位
(介護老人保健施設等は今回の報告は
対象外)
（※訪問リハ等のうち、医療法人の病院
や診療所が本来業務の中で実施してい
る場合は当該サービスに係る収益・費
用も含めて「医療法人の経営情報の
データベース」制度における経営情報へ
計上）

法人単位
（※老健施設としても介護サービス事業
者経営情報データベースシステムにも
データは出すことになる。）

『GビズID』 『G-MIS』
※現在、紙・Excel等
でも可

情報公表制度
のID・PASS

電子開示システム
のID・PASS
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医療法人の経営情報のデータベース



医療法人及び地域医療連携推進法人は毎会計年度終了後３月以内に事業報告書等
を都道府県知事に届け出なければならないとされています。これまで事業報告書等は
紙媒体によって都道府県知事に届け出られていたものを、令和４年３月３１日以降に決
算期を迎える医療法人及び地域医療連携推進法人の事業報告書等については医療
機関等情報支援システム（GーMIS）への電子媒体のアップロードによる届出を可能とし
ました。

医療法人の経営の見える化は紙提出から電子（G-MIS）へ

25※書面での申請も今まで通り行えます。（届け出については、各都道府県に確認してください。）
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社会福祉法においての情報の公開等
厚生労働省の財務諸表等電子開示システムのサイト 参照
WAMネットの財務諸表等電子開示システムのサイト 参照
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ＧビズＩＤについて



経済産業省による事業者手続のデジタル化についての資料
令和2年2月経済産業省商務情報政策局

31

補助金申請



ＧビズＩＤとは？
ＧビズＩＤは、法人・個人事業主向けのデジタル庁が提供する共通認証システム。
ＧビズＩＤを取得すると、一つのID・パスワードで、複数の行政サービス にログインできる。
アカウントは 最初に１つ 取得するだけで、 有効期限、年度更新の必要はない 。
ＧビズＩＤには、 gBizIDプライム、gBizIDメンバー、gBizIDエントリーという３種類の
アカウントがある。サービスにより必要なアカウントが異なる。

１．法人代表者、個人事業主向け
２．２つの申請方法を提供
①書類郵送申請 （書類審査/発行約1～2週間）
②オンライン申請（最短即日発行）
※オンライン申請にはマイナンバーカードとマイナンバーカード読み取り可能スマートフォンが必要。

３．行政サービス無制限

gBizIDプライム

１．gBizIDプライム取得組織の従業員向け
２．書類審査不要
３．行政サービス制限あり

BizIDメンバーアカウント作成後、
法人内の従業員
向けのアカウント
も作成可能

１．事業しているなら誰でも
２．書類郵送は不要（即時発行）
３．行政サービス制限あり

gBizIDエントリー
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ＧビズＩＤ HP 
https://gbiz-id.go.jp/top/



ＧビズＩＤを作成する
gBizIDプライム作成
gBizIDプライムでは申請方法を２つ（書類郵送とオンライン申請）

発行まで
１～2週間程度

33

R6.10.1現在
【未対応】
医療法人

社会福祉法人
社団法人
財団法人
※次頁参照

※実際に本年度申請した施設からは、施設の体制等が整うまで
2～3ヶ月時間がかかったとの報告あり。

※早めの申請を！
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オンライン申請の対象の法人種別



申請方法や技術トラブルなど、ＧビズＩＤに関するお問合せは「ＧビズＩＤ ヘルプデスク」
お問合せの前に、ぜひ、よくある質問をご確認ください。
●メールでのお問合せ

●電話でのお問合せ 0570-023-797
【受付時間】9：00～17：00（土・日・祝日、年末年始を除く）

※お間違えのないよう十分にご確認ください。
※音声ガイダンスに沿って、お問合せの内容をお選びください。
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GビズIDの取得にあたって注意点・確認点

・法人で既にIDを取得しているかどうかを確認
※法人の代表者名で登録するため、各法人でひとつのＩＤとなる

・新規でIDを取得するためには、オンライン（電子）申請と
書類（紙）郵送申請があるが、オンライン（電子）申請が
できない法人格がある
⇒大半は書類（紙）郵送申請（申請してIDが届くのに２週間ほどかかる）

※医療法人や社会福祉法人は電子申請ができない

・「GビズID」は「G－MIS」や「社会福祉法人の財務諸表
等電子開示システム」のIDとは異なる
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法人

電子申請・届出システム
介護サービス事業者

経営情報データベースシステム

GビズID
でログイン

介護保険における様々な届出等の手続きが『GビズID』で一元化

※都道府県では既にこのシステム
で加算の届出等を行っている
ところがある。

37

他行政
システム
Ｊグランツ
補助金申請等

他行政
システム

（社会保険手続等）

※令和７年度末までに、全ての自治体
（約1,800団体）において導入される

※新規指定申請・更新申請等も
このシステムで行う。

【GビズIDの取得について】

・ 各法人において『ＧビズＩＤ』の取得は必須。
・ＩＤ取得申請は「書類郵送申請」となり、申請してから２週間程度かかるので、

早めの準備・申請が必要。
・ 法人単位での申請となるので、既に法人で取得しているかどうか確認が必要。

※実際に本年度申請した施設からは、施設の体制等を整えるまで2～3ヶ月時間がかかったとの報告あり。
※早めの申請を！

※R６年度制度として施行。
令和6年11月28日にマニュアルが通知
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令和７年度末までに、全ての指定権者（約1,800団体）において利用開始
（システム利用の原則化）



40様々な届出等が電子化される
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42ROKENくん

参考



○介護サービス事業者経営情報データベースシステム

介護保険最新情報Vol.1297（介護保険法第115条の44の２の規定に基づく介護サービス事業者経営情報の調 査および分析等に関
する制度に係る実施上の留意事項について）

https://www.mhlw.go.jp/content/001283875.pdf

介護保険最新情報Vol.1305（「介護サービス事業者経営情報の報告等に関するＱ＆Ａ」の発出について）

https://www.mhlw.go.jp/content/001291727.pdf

介護保険最新情報Vol.1325（「介護サービス事業者経営情報の報告等に関するＱ＆Ａ（Vol.2）」の発出について）

https://www.mhlw.go.jp/content/001324295.pdf

介護保険最新情報Vol.1330（介護サービス事業者経営情報の報告等に関するシステムに係る運用マニュアル等の発出について）

https://www.mhlw.go.jp/content/001341935.pdf

○介護サービス情報の公表

介護保険最新情報Vol.1322（「「介護サービス情報の公表」制度の施行について」一部改正

https://www.mhlw.go.jp/content/001318446.pdf

介護保険最新情報Vol.1333（「「介護サービス情報の公表」制度に関するＱ＆Ａ」の発出について）

https://www.mhlw.go.jp/content/001342916.pdf
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R6.12.14現在に出されている各制度の公表についての事務連絡

https://www.mhlw.go.jp/content/001283875.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001291727.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001324295.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001341935.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001318446.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001342916.pdf


厚労省：介護サービス事業者経営情報データベースシステムの特設サイト
https://www.mhlw.go.jp/stf/tyousa-bunseki.html
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R6.12.5現在


